
（単位：円）

変更区分 事業区分 事業名 補助金額

追加
経営相談支援事
業

- 80,800

変更 地域活性化事業
中小企業の社長と若年求職
者の交流事業

▲ 80,800

※変更区分には、「追加」、「廃止」、「変更」、「未実施」のいずれかを選択してください。 0

大東商工会議所

令和３年度（202１年度）　商工会等事業変更概要書

１．事業変更一覧

支援件数が増加したため。

変更の理由

コロナウイルス感染症拡大防止のため、講話の規模と実施方法を変
更した。



２．経費支出概要書（経費内訳）
（１）経営相談支援事業 （単位：円）

事業所数/回数 補助金額 事業所数/回数 補助金額 算定基準 補助金額

270 6,750,000 270 6,750,000 0

15 150,000 15 150,000 0

15 450,000 15 450,000 0

65 2,600,000 68 2,720,000 120,000

4 80,000 4 80,000 0

30 600,000 30 600,000 0

30 750,000 30 750,000 0

35 700,000 35 700,000 0

3 60,000 3 60,000 0

5 100,000 5 100,000 0

30 600,000 30 600,000 0

40 2,000,000 40 2,000,000 0

3 60,000 3 60,000 0

1 20,000 1 20,000 0

1 20,000 1 20,000 0

30 300,000 30 300,000 0

2 20,000 2 20,000 0

3 60,000 3 60,000 0

1 10,000 1 10,000 0

5 100,000 5 100,000 0

0 0 0 0 0

80 400,000 80 400,000 0

269 2,690,000 269 2,690,000 0

― 18,520,000 18,520,000 ― 18,640,000 18,600,800 120,000 80,800

（２）専門相談支援事業

支援日数 補助金額 支援日数 補助金額 算定基準 補助金額

19 456,000 19 456,000 0

10 240,000 10 240,000 0

10 240,000 10 240,000 0

― 936,000 936,000 ― 936,000 936,000 0 0

（３）地域活性化事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

9,760,610 9,679,810 ▲ 80,800

（4）商工会等支援事業

補助金額 補助金額 算定基準 補助金額

555,500 555,500 0

（５）合計

補助金額

0

変更前 変更後

申　請　合　計 29,772,110 29,772,110

差額

補助金額 補助金額

差額

算定基準 算定基準

小　　計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

小　　計 別紙事業調書のとおり 別紙事業調書【変更後】のとおり

変更前 変更後

変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準

税務支援

金融支援

専門家連携

小　　計

※支援日数×24,000円。ただし、記帳支援のために税理士を活用する場合、事業所数×26,000円

差額

算定基準

小     計

算定基準

事業承継支援

災害時対応支援

マーケティング力向上支援

事業計画作成支援

創業支援

ＩＴ化支援

結果報告

販路開拓支援

事　業　名
変更前 変更後

労務支援

人材育成計画作成支援

マル経融資等の返済条件緩和支援

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

金融支援（経営指導型）

フォローアップ支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

事業継続計画(ＢＣＰ)作成支援

コスト削減計画作成支援

財務分析支援

５Ｓ支援

債権保全計画作成支援

大東商工会議所

区　　　分
変更前 変更後 差額

算定基準 算定基準



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更前】

年目

○ ○

社

大東商工会議所

事業名 中小企業の社長と若年求職者の交流事業 事業番号 3 新規/継続 継続

想定する実施期間 26 年度～ 年度まで

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

グロ-バル化や少子高齢化、そしてコロナ禍など社会の急激な変化は、産業構造の変化や労働市場、就業状況

の流動化など、社会や企業に対して大きな変容をもたらしています。そのような中、企業は将来に活路を見出

す原動力として有為な人材を切望している一方、就職や将来の進路に不安や悩みを持つ学生が増加していま

す。ついては大学と中小企業の橋渡しを行うことを目的に本事業を実施する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

積極的に地元学生の育成や雇用を検討している地域中小企業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

日々の経営支援相談の中、若年者をはじめとした有為な人材確保を希望する企業の存在を把握している。一
方、大阪産業大学も令和２年度はコロナ禍で本事業は中止とならざる得なかったが、当事業の再開を希望され
ている。

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和２年度はコロナ禍で中止

※参考
令和元年７月４日・８日・１１日・１５日・１８日・２２日に、１０社で、計「１２回」実施。
（内容）
①社長講話　②学生との意見交換　③OSAKAしごとフィールドPR

学生参加者数　延べ９３６名（学生のレポート数より算出しており、実質はもう少し多くなる）

反省点

※参考
社長講話を聴かれた学生さんにレポートを作成いただいた。令和元年度はレポート数、延べ９３６名のレポー
トの提出をいただいた。社長講話の「効果」をみていくうえにおいても、今後ともレポート作成を継続してい
きたいと考えている。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要 大産大生に対する中小企業の社長等の講話を通じ、自社の魅力発信や学生の来たる就職活動に寄与する

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

労-1 中小企業の社長と若年求職者の交流事業 人材育成・労務

府施策連携労１番　「中小企業の社長と若年求職者の交流事業」
府施策連携として、「中小企業の社長と若年求職者の交流事業」の事業に該当。

本事業を実施することにより、「労務支援」等のカルテ化支援につなげていく。カルテ化予定企業数　３社

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型
【進行例】

　大阪産業大学経済学部１回生への授業の一環として実施
　（授業のコマは全１１～１２回の予定）
　①社長講話
　　テーマは「働くということ」「業界のこと」「仕事の意義」等。自社紹介を行い

　　魅力を伝える。
　②学生との交流意見交換
　　社長講話を受け、今度は学生側から質疑応答形式で、講話の内容に関する意見や働く

　　ことに対する学生のイメージなどを述べることで双方向の理解促進、相互交流を
　　図る。

　　また、事業実施にあたり、参加企業や参加学生に対して、OSAKAしごと
　　フィ－ルドのＰＲを行ない、会員登録の誘導を図る。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

70%

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ ３０年度の実績値が「９社」、元年度の実績値も「１０社」（大企業を除くと９

社）であったことによる。
募集は案内文を作成し、事業PRを行なう。8

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

今回の事業を通じ、プレゼンテ－ション力向上や地域企業としての自社の魅力発信などにつながるこ
とが期待できる。また現在の学生気質に触れることが、今後の採用活動に活かしていただけることが
期待される。

指標 アンケ-トにおいて自社の魅力発信意欲、採用意欲が増したと回答した企業数 数値目標



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更前】 大東商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○

円 × ＝ 円 （

代

　 円

　 円

　 円

　 円

　 円

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

40,400 8 1.00 323,200

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 8 323,200

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

323,200

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

323,200 1.00 323,200 円）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大東商工会議所



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更後】

年目

○

○ ○

社

大東商工会議所

事業名 中小企業の社長と若年求職者の交流事業 事業番号 3 新規/継続 継続

想定する実施期間 26 年度～ 年度まで

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

グロ-バル化や少子高齢化、そしてコロナ禍など社会の急激な変化は、産業構造の変化や労働市場、就業状況

の流動化など、社会や企業に対して大きな変容をもたらしています。そのような中、企業は将来に活路を見出

す原動力として有為な人材を切望している一方、就職や将来の進路に不安や悩みを持つ学生が増加していま

す。ついては大学と中小企業の橋渡しを行うことを目的に本事業を実施する。

支援する対象
（業種・事業所数等）

積極的に地元学生の育成や雇用を検討している地域中小企業者

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

日々の経営支援相談の中、若年者をはじめとした有為な人材確保を希望する企業の存在を把握している。一
方、大阪産業大学も令和２年度はコロナ禍で本事業は中止とならざる得なかったが、当事業の再開を希望され

ている。

これまでの
取組状況

※継続事業の場

合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和２年度はコロナ禍で中止
※参考
令和元年７月４日・８日・１１日・１５日・１８日・２２日に、１０社で、計「１２回」実施。

（内容）
①社長講話　②学生との意見交換　③OSAKAしごとフィールドPR

学生参加者数　延べ９３６名（学生のレポート数より算出しており、実質はもう少し多くなる）

反省点

※参考
社長講話を聴かれた学生さんにレポートを作成いただいた。令和元年度はレポート数、延べ９３６名のレポー
トの提出をいただいた。社長講話の「効果」をみていくうえにおいても、今後ともレポート作成を継続してい
きたいと考えている。

←複数年段階的実施事業は左欄に○を付けるこ

と。また、別紙にて計画を提出すること

事
業
の
概
要

事業概要 大産大生に対する中小企業の社長等の講話を通じ、自社の魅力発信や学生の来たる就職活動に寄与する

(c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

労-1 中小企業の社長と若年求職者の交流事業 人材育成・労務

府施策連携労１番　「中小企業の社長と若年求職者の交流事業」
府施策連携として、「中小企業の社長と若年求職者の交流事業」の事業に該当。

本事業を実施することにより、「労務支援」等のカルテ化支援につなげていく。カルテ化予定企業数　３社

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型

に ○ )

いつ・

どこで・

何を・

どのよう

にする

のかを

明確に)

人材育成型
【進行例】
　大阪産業大学経済学部１回生への授業の一環として実施

　 7月8日（木）、12日（月）、15日（木）に１日２回、計６回実施。
    そして実施方法を対面より、オンライン（コロナの状況によってはオンラインと対面の併用）での実施に
変更。

　①社長講話

　　テーマは「働くということ」「業界のこと」「仕事の意義」等。自社紹介を行い魅力を伝える。

　②学生との交流意見交換
　　社長講話を受け、今度は学生側から質疑応答形式で、講話の内容に関する意見や働くことに対する学生の
　　イメージなどを述べることで双方向の理解促進、相互交流を図る。

　　また、事業実施にあたり、参加企業や参加学生に対して、OSAKAしごと
　　フィ－ルドのＰＲを行ない、会員登録の誘導を図る。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に

その根拠）

(a)府施策連携 (b)広域連携

70%

その他目標値

目標値の内容⇒

主
な
事
業
の
目
標

総支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒ ３０年度の実績値が「９社」、元年度の実績値も「１０社」（大企業を除くと９

社）であったことによる。
募集は案内文を作成し、事業PRを行なう。6

支援対象企業の変化
（代表的な指標）

今回の事業を通じ、プレゼンテ－ション力向上や地域企業としての自社の魅力発信などにつながるこ
とが期待できる。また現在の学生気質に触れることが、今後の採用活動に活かしていただけることが
期待される。

指標 アンケ-トにおいて自社の魅力発信意欲、採用意欲が増したと回答した企業数 数値目標



４－２．地域活性化事業　事業調書【変更後】 大東商工会議所

円 × 社 × ＝ 円

⇒ 円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

円 × 社 × ＝ 円

社 （小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ ○

円 × ＝ 円 （

代

　 円

　 円

　 円

　 円

　 円

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数 標準事業費

40,400 6 1.00 242,400

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠
（基準どおりの場合不要）

算 出 額

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担

合計 6 242,400

負担金の積算

(a)府施策連携 (b)広域連携 (c)市町村連携 (d)相談事業相乗効果

242,400

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

242,400 1.00 242,400 円）

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体

またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

大東商工会議所


